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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械 
工業 連合会 (JMF) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調 
査 会の 審議 を 経て， 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 これによ つて， JISB 
9706-2:2001 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の-一部 カ^ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このよう な 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 
JIS B 9706 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
JISB 9706-1 第 1 部： 視覚， 聴覚 及び 触覚 シグナルの 要求 事項 
JIS B 9706-2 第 2 部： マーキン グの 要求 事項 

JISB 9706-3 第 3 部： ァ クチ ユエ ータの 配置 及び 操作に 対する 要求 事項 



(2) 
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：械 類の 安全性 



- 表示， マ一 キング 及び 操作 
マ一 キングの 要求 事項 



Safety of machinery— Inaication, mark 旧 a and actuation 
Part 2: Requirements for marking 



序文 

この 規格 は， 2007 年に 第 2 版と して 発行され た IEC 61310-2 を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構 
成 を 変更す る ことなく 作成した 日 本 工業規格で あ る 。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 参考 事項 は， 対応 国際規格に はない 事項で ある。 



こ の 規格 は， 機械の 識別の た めの マーキン グ， 機械的 危険 源 及び 電気 的 危険 源 を 回避 し て 機械 を 安全に 
使用す るた めの マーキン グ， 及び 誤 接続に よって 生じる 危険 源 を 回避す るた めの マーキン グの 一般 要求 事 
項に ついて 規定す る。 

注記 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

IEC 61310-2:2007, Safety oi machinery ― Indication, marking and actuation ― Part 2: Requirements ior 
marking (IDT) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 (IDT) は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， 一致 している こと を 示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 
これらの 引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 
補 を 含む。） に は 適用し ない。 西暦 年の 付記がない 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
JIS 6 9700-1:2004 ^械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-1:2003, Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design ― Part 1 : Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の た め の 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003, Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design— Part 2: Technical principles (IDT) 
JIS 8 9706-1:2009 機械 類の 安全性 一 表示， マーキング 及び 操作 一 第 1 部： 視覚， 聴覚 及び 触覚 シグナ 
ルの 要求 事項 

注記 対応 匡 I 際 規格： 1EC 61310-1:2007, Safety of machinery - Indication, marking and actuation - Part 1: 
Requirements for visual, acoustic and tactile signals (IDT) 
JIS B 9960-1:2008 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 



1 適用 範囲 
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注記 対応 国際規格 ： IEC 60204-1:2005, Safety of machinery -Electrical equipment of machines -Part 
1: ueneral requirements (MOD) 
JIS C 0920:2003 電気 機械 器具の 外郭に よ る 保護 等級 （IP コード） 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60529:2001, Degrees of protection provided by enclosures (IP code) (IDT) 
JIS C 60079-0:2004 爆発性 雰囲気で 使用す る 電気 機械 器具 一 第 部 ： 一般 要件 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60079-0:1998， Electrical apparatus for explosive gas atmospheres - Part 0: 
General requirements 及び Amendment 1:2000 (IDT) 
JIS Z 8202-0:2000 量 及び 単位 一 第 部 ： 一般 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 31-0:1992, Quantities and units - Part 0: General principles (IDT) 
JIS Z 8203:2000 ^際 単位 系 （SI) 及び その 使い方 

注 言 己 対応 国際規格 ： ISO 1000:1992, SI units and recommendations for the use of their multiples and of 
certain other units (IDT) 
IEl 60027-1 : 1 992， Letter symbols to be used in electrical technology — Part 1 : General 

IEC 60027-2:2005， Letter symbols to be used in electrical technology — Part 2: Telecommunications and 
electronics 

IEC 60027-3:2002, Letter symbols to be used in electrical technology — Part 3: Logarithmic and related 
quantities, and their units 

IEC 60027-4:1985, Letter symbols to be used in electrical technology — Part 4: Symbols for quantities to be 

used for rotating electrical machines 
IEC 60417, Grapmcal symbols for use on equipment 

夏 SO 7000:2004, Graphical symbols for use on equipment ― Index and synopsis 

ISO 7010:2003, Graphical symbols — Safety colours and safety signs — Safety signs used in workplaces and 
public areas 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISB9706-1 による ほ 力、， 次に よる。 

3.1 

定格 値 (rated value) 

構成 部品， 機器， 装置 又は システムの 作動 条件に 関連して 指定す る 仕様 値 （lEVlSl-^-OS)^ 

； 3E. '—し — JEV は-， International ElecMtechnjcal Vocabulary. ― (匿 際— 電 S— 櫻— 準 .歷 語). や. 略 —称. で あ 5 —。- - IEV)Ii 

IKC60050MBM.^MM . き k 、3ー。— - - 

3.2 

定格 (rating) 

構成 部品， 機器， 装 i な 又は システムの 定格 値 及び 使用 条件の 組合せ （IEV 151-16-11 を 修正)。 
3.3 

マ ― ヤンク (marking) 

製品 を 安全に 使用す るた めに， 製品 及び 製品の 特徴 を 識別す る こと を 主な 目的に， 製品 又は その 包装 上 
に 付ける 表示。 



著作権法に よ り 無断での？ m 槭' さは 禁止 されて おります。 



3 

B 9706-2 ： 2009 (IEC 61310-2 ： 2007) 

4 識別 及び 安全 使用の ための マーキング 
4.1 一般 事項 

JIS B 9700-2 に 従って， 機械 類 は， 次の ために 必要な すべての マーキング を 備えなければ ならない。 
一 明確な 識別 
一 安全な 使用 

さらに， 必要な 補足 情報 を， 次に よって 表示し なければ ならない。 
一 機械 上の 恒久 表示 
- 取扱説明書 などの 文書 内の 表示 
一 包装 上の 表示 
4.2 機械 本体の マーキング 

機械に は， 次の 情報 を マーキングし な ければ な ら ない。 
一 製品の 識別 [製造業 者の 名称 及び 住所， 製品の 系列 又は 形式， 通し番号 （serial number), 製作 年な ど 
該当する もの] 

- 定格 値 

一 強制 要求 事項への 適合 性 

4.3 安全 使用の ための マーキング 

4.3.1 —般 事項 

安全 使用 のために 必要 な 場合 は ， 4.3.2〜4.3.4 に 列記す る 項目 内の 該当する 事項 を マーキングし なければ 
ならない。 

4.3.2 機械的 危険 源に 関連す る マーキング 

次の 中の 該当する 事項 及 び そ の 他 必要 な 事項 を マーキング する。 



a) 


電源の 入力， 出力 




b) 


回転 部の 最高 速度 




c) 


質量 （取 外 し 可能 部品 な ど の ） 


d) 


機械に 装着す る 工具の 最大 直径 


e) 


運動 方向 




f) 


最大 負荷 




g) 


冷却 条件 及び 加熱 条件 




h) 


環境 条件 （例えば， 圧力， 


衝撃, 


i) 


機械的 安定性 




j) 


操作 モー ト 




k) 


ガードの 調節に 必要な デ- 


一夕 


1) 


保護 具 着用の 必要性 




m) 


検査 及び 保全の 頻度 




n) 


つり 上げ 装置の 定格 





4.3.3 流体 動力の 危険 源 に 関連す る マーキング 

4.3.2 に加え 次の 中の 該当する 事項 及 びその 他 必要な 事項 を マーキング する。 

a) 設計 上の 作動 圧力 

b) 最大 安全 作動 圧力 

c) 試験 圧力 



著作権法 により 無断での « 飄, 胃 等 は 禁止され ております。 
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d) ？) urn 

e) 安全 使用 温度 

流体 弁 を 操作， 制御す るァ クチ ユエ ータ 及び その 機能に は， 明確に， かつ， 恒久的に， 回路図に 使用す 
る 識別 と 同じ 識別 を 実施し なければ ならない。 
4.3.4 電気 的 危険 源に 関連す る マーキング 

4.3.2 に加え， 次の 中の 該当する 事項 及び その他 必要な 事項 を マーキング する。 

a) 電圧， 電流 及び 周波数の 定格 値 

b) 相 数 

c) 感電 保護 クラスの 分類 記号 （1EC 60417 による。）。 

d) 危険 電圧の 警告 （IEC 60417 による。）。 

e) IP コードの 指定 （JISC 0920 による。）。 

f) 残留 電圧の 警告 （JISB 9960-1 による。）。 

g) 爆発性 雰囲気 内の 保教の タイ プを 示す 記号 （JISC60079-0 による。）。 

5 マーキングの 実施 方法 
5.1 一般 事項 

機^ 類 及び 機械 類の 部品 （その 装着 又は 再 装着が 危険の 原因と なる 場合） に は， 銘板， ラベル， スタン 
プ， 彫刻， 亥 U 印， 色な どの 手段 を 用いて マーキング を 実施し なければ ならない。 このような マーキング は， 
納入す る 機械の 一部で あると みなさなければ ならない。 混乱 を 避ける ために， 装置の マーキング は， 附属 
文書 内の 表示と 矛盾して はならない。 

マーキング， 標識 及び 文字情報 は， あいまいさが なく， 容易に 理解で きる もので なければ ならない。 特 
に， これら が 機械の どの 部分 又 は ど の桡能 に 関連して いるか を 明確に しな けれ ばな ら ない。 

文字に よる 情報よりも， 図 記号， 安全 標識な どに よる 視覚 表示 を 優先して 用いなければ ならない。 図 記 
号 は， 可能な 限り， IEC 60417 又は ISO 7000 の 標準 記号から 選択し， 安全 標識 は， ISO 7010 に 適合し なけ 
れ ばなら ない （附属 書 A 参照）。 

文字情報に は， 機械 を 使用す る 国の 言語 を 用いなければ ならない。 使用者が 要求す る 場合 は， オペ レー 
タ 及び 危険 区域 内に いる 人に 理解で きる 別の 言語 を 用いても よい。 

機械 又は 装置に， 文字 又は 文の 全体 を視 読で きる 大きさで 表示す る スペースがない 場合 は， それらが 消 
耗品 である 場合を除き， 最小限 必要な 情報 を 品目の 包装 上に 表示 し な ければ な ら ない。 

製造業 者が 指定 し た 機械 据付 け 状態 において， マーキング を 明確 に 視認で きなければ ならない。 こ れが 
不可能な 場合 は， 危険 区域 内に いる 人力 翊認 できる 方法に よって 追加の マーキング 又は 警告 文 を 機械の 近 
く に 備えなければ ならない。 
マーキング は， 耐久性が あり， 機械の 寿命が 尽きる まで 視認 できなければ ならない （箇条 7 参照）。 
すべての 装置 は， 輸送 中に マーキングが 棄損され ないよう に 包装し なければ ならない。 

注記 1 JISC04S2-1 は， 装置に 関する 情報 構築の 基本 原則 を 規定して いる。 これらの 基本 原則に 基 
づ いて， あらゆる システムの 品目 （オブジェクト） に 対し， あいまいさ のない 個別の 参照 指 
定 （略号） の 付け 方 を 示して いる。 品目の 参照 指定 は， その 品目の 情報 を， 異なる 種類の 文 
書 間 及び そ の 設備の 目 的 を 実行す る 製品 間 において 関係 付 ける ものである。 保全の ために， 
品 目 の 参照 指定 又は そ の 一部 を 品 目 自体 又は 品 目 の 付近に 表示す る ことがある。 
注記 2 JIS S 0137 は， 消費者 向け 製品の 取扱説明書 に関する 指針 を 示して いる。 



著作権法 により 無断での— 製， 転載 等 は 禁止され ております。 



5 

B 9706-2 ： 2009 (IEC 61310-2 ： 2007) 

5.2 定格 値の 表記 

定格 値の 表記に は， JISZ 8202-0 に 規定す る 国際 単位 系 （SI) を 用いなければ ならない。 国際 単位 系の 使 
い 方 は， JIS Z 8203 による 電気装置に 用いる 文字 記号に 関する 詳細 は， IEC 60027-1 〜1 EC 60027-4 に よ 

る。 

機械 類に は， 例えば， 次に 示す ような， 安全 使用に 関連す る 特性の 定格 値 を 表示し なければ ならない。 
一 入力 又は 出力 （W) 
一 作動 圧力 （Pa) 2) 
一 電源 電圧 （V) 

― 最大 回転 速度 （min— リ /min, r/min) 又は 最大 移動 速度 （m/min) 
定格 値の 表示 は， 数値 及び これに 続く 単位記号で 構成す る。 
複数の 定格 値で 使用で きる 機械 類に は， 次の よう な 表示 をし なければ ならない。 
一 定格 値 を 斜線に よって 区切った 降順の 数字 
一 単位記号 

例 3 000 / 1 500 1 750 r/min 
3 000 —/— 1 500 / _7 50. min.:! 
10/5/2 MPa (ゲージ 圧力） 2> 
定格 値に 範囲 を もつ 機械 は， 次のように 表示す る。 
一 範囲 記号 （…又は 一） を 挟む 昇順の 境界 値 
- 単位記号 

例 1 000--1 500 r/min 
1 00P;;/.1.500.min:_' 
一 20 …十 20 °C 
100-400 Hz 
200-500 Pa 

a 2 L.ff 力に • 塑 S 力 E び:^ 二 だ 里^が あさ—?—— 

6 接続 部の マ一 キンク' 
6.1 —般 事項 

すべての 接続 器に は， 必要な 場合， 正しく 接続す るた めの マーキング を 実施し なければ ならない。 
着脱が 容易で， かつ， 誤 接続す ると 危険 を 生じる 可能性の ある 接続 器に あって は， 可能な 限り， 正しい 

接続が 保証され る よ う な 接続 器の 種類 を 選択す るか， 又は 誤 接続 を 防止す るよ う な 接続 部 配置 を 行わな け 

れ ばなら ない。 それが できない 場合 は， よく 目立つ マ一 キング を 実施し なければ ならない。 色 コード は， 

補助 的 手段と する 場合 以外に 用いて はならない。 

6.2 機械 系の 接続 部 

部品に 機械的な 誤 接続 を 防止す る 手段が 備わって いない 場合 は， 正しい 接続 方法 を 示す マーキング を 実 
施しなければ ならない。 

機械の 据 付け 及び 分解の ために， アイ ソケット （つり 上げ 用の あな） の 識別 及び 位置 合わせ 用 マークが 
必要な 場合 は， これらの マ一 キン グの 意味 を 附属 文書に 記載 し な ければ な ら ない。 
6.3 流体 系の 接続 部 

流体 管の 接続 部， 抽出 口 （計測 用な ど）， 及び 排出 口 （例えば， 貯蔵 槽の 排出 口） に は， 明りよう で 目立 



著作 1'： 丄 ： により * 断での 複«， 載^ は：;! 止されて おります。 
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つ マーキング を 実施し なければ ならない。 マーキング は， 回路図の 表示と 対応して いなければ ならない。 
色 コード を 用いる 場合 は， 色の 意味 を 附属 文書に 記載 し な ければ な ら ない。 
6.4 電気 系の 接続 部 

電気 的 接続 部の マーキング は， 次に よって 実施し なければ ならない。 
一 裸 導体 及び 絶縁 導体の 接続 部の マーキング は， JISB9960-1 の 13.2.2 (保護 導体の 識別） 及び 13.2.3 (中 
性 線の 識別） による。 

- 端子 接続の マーキング は， JIS B 9960-1 の 5.1 (入力 電源 導体の 接続） 及び 5.2 (外部の 保護 接地 シス 

テム を 接続す る 端子） による。 
一 プラグ' ソケッ ト 接続の マーキング は， JIS B 9960-1 の 13.4.5 (プラグ' ソケッ ト対 による 接続） によ 

る。 



マーキングの 耐久性 

マーキング は， 機械の 寿命が 尽き る ま で 次の 状態 を 保持 し なければ な ら ない。 
脱落し ない。 
読める。 
変色し ない。 

環境 要素 （例えば， 液体， ガス， 天候， 塩^， 温度， 光な ど） による 劣化に 耐える。 
摩耗し ない。 
大きさが 変わらない。 



これらの 要求 事項 を 確認す るた めの 試験 方法 は， 関連の 製品 群 規格 及び Z 又は 個別 製品 規格 (JIS B 
9700-1 に 示す タイプ C 規格） による。 



著作権法 により 無断での ： 製， 転載^ は 禁止され ております, 
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附属 書 A 
(参考） 
図 記号 及び 安全 標識 

序文 

この^^お は， 機械で よく 用いる 図 記号 及び 安全 標識 を 示す ものであって， 規定の 一部で はない。 



A.1 マーキング 用の 図 記号 及び 安全 標識の 例 

機械 及び 機械の 電気装置の マーキングに 用いる 図 記号 及び 安全 だ、战 の 例 を， 次の 表に 示す。 



I ッば Li り- 


図 名称 


用途 


IEC 6041 7-5 ( 


)05 (2002-10) 


正 極性 


直流 電圧 (電流) を 使用 又は 発生す る 装置の 正 極性 端子の 識， 
注記 この ぼ 1 記号の 意味 は， 記号 を 見る 向きに 依存す る。 


IEC 604 17-5006 (2002-10) 


負極 性 


直流' in [じ (宽 流) を mm 又 は 翻 す る 義 m の 【 i 翻' 生翊 i の im 
■ この 図 記号の 意味 は， 記号 を 兌る 向きに 依存す る。 


I EC 60417-5031 (2002-10) 


直流 


直流 専 月^ 置で あ る こと の 表示 （定格 銘板 上)。 
直流 専用 端子の 識別。 


1EC 60417-5032 (2002-10) 


交流 


交流 専用 装置で ある ことのお 示 （定格 銘板 上）。 
交流 専用 端子の 識別。 


1EC 60417-5033 (2002-10) 


交流 及び 直流 


交 直 両用 装置で ある こ と のぶ 示 （定格 銘板 上）。 
交 直 両用 端子の 識別。 


IEC 604 1 7- 5( 


)18 


機能 接地 


機能 接地 端子 （特に ノイズレス 接地 端子） の 識別。 


1EC 60417-5019 (2006-08) 


保護 接地 


絶^ 故陣 時の 慼' 吊 保護 *g 的に 外輔 保護 導体へ 接 絞す る 端 ■ 

識別。 

又は 保護 接地 電極の 端子の 識別。 



著作権法 により 無断での お 載 等 は 禁止され てお り ます。 
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図 記号 


図 名称 

1 1 U_l に J 


用途 


[EC 604 


7-5 1 72 ( 


2003-02) 


クラス II 機器 


クラス II 装置の 安全 要求 事項 (JIS C 0365) を 満たす 装^で ある 

ことの 識別。 

注記 こ の 記号 は， 技術 佶 報の 一 部で あ る こと が 明 白 に 理解 さ 
れ， 製造者 名 又は 他の 表ポと 混同され ないよう な 位 K に^ 

示す る。 


IEC 60417-5180 (2003-02) 


クラス 111 機^ 


クラス IH 装置の 安全 要求 事項 (JIS C 0365) を 満たす 装置で ある 

ことの 識別。 


IEC 60417-5036 (2002-10) 

h 


危険 電圧 


危険 電圧の 警告。 


ISO 7010-WOI2 

A 


電気 的 危険^き 


鬼^ 的 危険 おの 2 告。 


ISO 70 10- W001 


一般。: 1 ぶ" 


警告 一般。 


ISO 70 10- W0 17 


itr,:' 曰 ハ 'い. 


裹疆 危餘 ^の。 告。 



著作権法 により 無断での 窗 «. I M 's は 禁止され ております。 
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参考文献 

JIS C 0365: 1 997 感電 保護 - ^織 及び 锬 器の 共通 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC/CDV 61140:1996, Protection against electric shock- Common aspects for 
installation and equipment (IDT) 
JIS C 0452-1:2004 電気 及び I お 連 分野 一 工業用 システム， 設備 及び 装置， 並びに 工業製品 一 構造 化 原理 

及び 参照 指定 一 第 1 部 ： 基本 原則 

) 王 5ビ 対》 じ、 国 I& ま 見 格 ： IEC 61346-1:1996, Industrial systems, installations and equipment and industrial 
products ― Structuring principles and reference designations 一 Part 1 : Basic rules (IDT) 
JIS S 0137:2000 消費^活 用 製品の 取扱説明書 に関する 指針 

注記 対応 国際規格 ： ISO/1EC Guide 37 ： 1995, Instructions for use of products of consumer interest(IDT) 
JIS Z 9101:2005 安全 色 及び 安全 標識 一産 業 環境 及び 案内 用 安全 標識の デザィ ン 通則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 3864-1:2002, Graphical symbols -Safety colours and safety signs -Part 】 ： Design 
principles for safety signs in workplaces and public areas (IDT) 
IEC 60050-151:2001， International Electrotechnical Vocabulary (TEV) — Part 151 : Electrical and magnetic devices 



:M: ., . 丄に t リ 謂 て' 、―， W\k つ は V il さ れ てお り ま す。 
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(IEC 61310-2 : 2007) 

機械 類の 安全性 一 表示， マーキング 及び 操作 一 

第 2 部： マーキングの 要求 事項 
解 説 

この 解説 は， 本体 及び 附^ 書に 規定' 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規定の - 部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日 本 規格 協会へ お願い します。 

1 改正の 趣旨 

旧規 格 は， JIS B 9706-2: 2001 (機械 類の 安全性 一 表示， マーキング 及び 作動— 第 2 部： マーキングの 要 
求 事項) であり， 1EC 61310-2:1995 (Safety of machinery - Indication, marking and actuation - Part I 
Requirements for marking) の 国際 -致 規格であった。 2007 年 2 月に IEC 61310-2:2007 (Ed.2) が 発行され た 
ので， この 規格 を IEC 61310-2:2007 に 整合させる こ と を 主 目的に 改正 を 行った。 

この 規格 は 機械の マーキング を规定 している。 機械の マーキング を 規格 （標準） に 合わせて 統 -する こ 
と は， 機械 を 正しく 使用し 安全に 運転す るた めの 必要事 項で ある。 この 規格 を 最新 国際規格に 一致させる 
こ と は 機械 産業に おける 安全 推進の た めに 必要で ある。 

2 改正の 経緯 

2002 年 6 月 に IEC/TC44 にメ ンテ ナン スチーム MT61310 が 結成され て， IEC 61310-2 の 改正が 着手され 
た。 我が国 は MT に は 参加 I しなかった 力、 改正 国際規格 案に 対す る コメント 提出 及び 投票に よって 国際 規 
格 改正に 参画した。 2004 年 7 月に Ed.2 の CD が 回付され た。 改正 内容 は， 引用 規格の 版の 更新 及び 附属 書 
A に 採録す る 図 記号の 削除 追加な どの 軽微な ものであった。 我が国 は， CD に対して 誤記 訂正 を 要求す る 
に と どめた。 2005 年 10 月に CDV が 投票に 付され， 我が国 は コメン ト なしに 賛成した。 2007 年 12 月 に FDIS 
が 投票に 付され， 2007 年 1 月に 成立した。 IEC61310- 2 Ed.2 力り 007 年 2 月に 発行され た。 

社団法人 日本 機械工業 連合会 は， 2007 年 6 月 に JIS B 9706-2 の 改正 原案 作成 委员会 を 立ち上げて， IEC 
61310-2 Ed.2 に 一致す る 改正 原案 を 作成した。 

3 審議 中 特に 問題と なった 事項 

規格 名称に ついて 次の ような 原案 修正 意見が 日本 工業 標準 調査 会 標準 部会 （産業機械 技術） の 審.. j 中に 
提起され た。 

原案の 規格 名称 ： 機械 類の 安全性 一 表示， マーキング 及び 作動 一 第 2 部 ： マーキングの 要求^ 項 
修正案 規格 名称 ： 機械 類の 安全性 -指 示， 表示 及び 作動 一 第 2 部 ： 表示の 要求 事項 

国際規格 61310-2 の indication の 訳語 を "表示" から "指示" に 変え， marking の 訳語 を "マーキング" 

解 1 

著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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から "表示" に 変える 提案で ある。 原案 は 機械 安全 部門で 慣用して きた 用語 を 用いて いる 力、 修正案 は， 
JIS 全般にお いて 標準 的と 考えられる 用語 を 用いる 提案で あると 認識され た。 

修正案 を 原案 作成 委員会で 再 *,ぉ した 結果， 修正案 は 機械 安全 部門で は 違和感が 強く 混乱 を 招く との 意 
見が 多かった。 標準 調査 会に 再お^ 結果 を 報告し 調整した 結果， 今回 は 原案 どおりと する ことにな つた。 
次回の 改正 時には JIS 全般 を 詳しく 再調査し， 用語の 整合性 を 更に 検討す る ことが 望ま しい。 

規格 名称に ついては， 原案 作成 段階で 別な 部分が 指摘され 変更 （作動 4 操作） した。 これに ついては 解 

説 4.5 で 説明す る。 

4 改正 事項 
4.1 概要 

改正の 要点 は， 次のと おりで ある。 改正 項目の 詳細 は， 解説の 4.2〜4.5 で 説明す る。 
- 引用 規格の 変更 （解説の 4.2 参照） 

- 附属 書 A の 採録 図 記号の 削除 及び 追加 （解説の 4.3 参照） 
- 附属 書 B の 削除 （解説の 4.4 参照） 
- 1：1 本 語 表現の 適 iH 化 （解説の 4.5 参照） 
4.2 引用 規格 （箇条 2) の 変更 

多くの 引用 規格の 版 （発行 年） を 更新した。 ISO 7010:2003 を 引用 規格に 追加した。 削除した 引用 規格 は 
な 1 1 J IS C 0930 は ， 番号 体系が J IS C 60079 に 変わった。 

保^ 等級に 関して， IEC 61310-2 Ed.2 は IEC 60529:1989 (旧版) を 引用して いるが， JIS B 9706-2 改 正規 
格で は IEC 60529:2001 (最新) に 対応す る JIS C 0920:2003 を 引用した。 この 規格が 引用す る 範囲に おいて， 
JIS C 0920:2003 は IEC 60529:1989 に 同じで ある。 IEC 61310-2 Ed. 2 が 最新の IEC 60529:2001 を 引用 しな 
かった の は 不注^に よる 単純な 誤り と考えられる。 
4.3 附属 書 A の 採録 図 記号の 削除 及び 追加 

附属 書 A において， 解説 表 1 に 示す 図 記号の 削除 及び 追加 を 行った。 すなわち， 接地 記号 を 一 つ 削除し， 
ISO 7010 の 警告 標識 を 3 種 追加 した。 

ISO 7010 は， JIS B 9706-2 旧規 格 制定 (2001 年） 後， 2006 年 及び 2007 年の amendment によつ て 追加の 
安全 標識 を 規定した。 感電 "告 標識 雾 012 及び 高温 告 標識 W- 017 は， amendment によって 追加され た標 
識 である。 



解 2 



著作権法に よ り 無断での お，. せ'^， け 禁止され てお ります。 
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解説 表 1 一 附属 書 A 採録 図 記号の 削除 及び 追加 内容 



削除， 追加の 別 



図 記号 



解説 



削除 



IEC 60417-5017 



図 記号 5017 は， 下記の^ 能 接地 及び 
保護 接地 を 明確に 区別 す る 必要が な 
い 場合に 用いる。 

この 記号 を 削除した の は， 機能 接地と 
保ュ 接地 を 区別す る こ と を 推奨す る 
ためで ある。 

図 記号 5018 (楼能 接地） 




及び 

図 記号 5019 (保護 接地） 




迫 加 



ISO 70I0-W012 
« 気 的 危険 ^告 




JISB9_960-1 は, 

部分に この マ- 
規定して いる。 



感電の リスクが ある 
キング を 行う こと を 



追加 



ISO 70 10- W001 




追加 



ISO 70 10- W0 17 

せに；' 曰 "ヒ 
pa i\ ai E?r 口 




國 B 9960-1 は， や け どの リ スクが あ 

る 部分に この マーキング を 行う こ と 
を 規定して いる。 



4.4 附属 書 B を "参考文献" に 変更 

旧規 格の 附属 書 B を 改正 規格で は 参考文献 にした。 参考文献に 掲載した 規格 は， IEC 61310-2 Ed.2 の 
Bibliography に 記載 されて いる 規格 に 対応 している。 
4.5 日本語 表現の 適正 化 

この 規格の 名称 を， "桃^お;! の 安全性 一 表示， マーキング 及び 作動 一 第 2 部： マーキングの 要求 事項" か 
ら "機械^の 安全性— 表示， マーキング 及び 操作-第 2 部： マーキングの 要求 事項" に 変更した。 actuation 
の 訳語 を "作動" から "操作" に 変更した ものである (規格 名称 変更の 詳しい 説明 は, .118 B 9706-1:2009 
の 解説 4.2 に 記載して ある。）。 

規格 本文に おいて は， 対応 国際規格との 整合性 を 保ちながら 日本語 表現 を 適正 化した が， 具体的に 新旧 
の 差異 を 説明す る ほどの 変更 はない。 



解 3 



により 無断での »U, 7 止されて おります。 
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その他の 解説 事項 
.1 この 規格と 欧州 機械 指令 と の 関係 
1EC 61310-2 に 対応す る 欧州 規格 は EN 61310-2 である。 EN 61310-2 は， 欧州 機械 指令の 整合 規格で あ る 。 
.2 本体 4.3.4 (電気 的 危険 源に 関連す る マーキング） の 解説 

) 本体 4.3.4c) の 解説 感電 保護の クラス は， JISC 0365 において， クラス I， クラス II 及び クラス III に 
分類され ている。 ク ラス II の マーキング は [EC 60417-5172, ク ラス III の マーキング は 1EC 60417-5180 

によって 行う。 

) 本体 4.3.4 d) の 解説 危険 電圧の マーキン グは， IEC 60417-5036 に よ つ て 行 う 。 

) 本体 4.3.4f) の 解説 残留 ；め にの， 告 表示に 関する JISB 9960-1 の 箇条 は， 6.2.4 ( 残留 電圧に 対する 保 

護） 及び 16.2.1 (感電の 危険 源） である。 
.3 本体 5.2 (定格 値の 表記） の 解説 

) 範囲 を もつ 定格 値の 表記法 解説 改正 規格の 5.2 (定格 値の 表記） において は 定格 値の 範囲 記号と して 
"•••，， 又は "一，， を 用いる ことと している。 

1EC 61310-2 Ed.2 では， を 用いる と 規定しながら， 表記 例で は "to" を 用いて いる。 

の 表記法 は， JISC 1082-1 (IEC 61082-1) (電気 技術 文書 - 第 1 部： 一般 要求 事項） の 4.9.2 國 

続 及び 範囲の 指示） に 規定され ている。 JIS C 1082-1 では， 離散 値 を 水平に 列記す る お 合の 省略記号 
と して 用いる こ と を 想定して おり， 連続 量の 範囲 を 示す ために 用いる 例 は 示して いない。 

原案 作成 委員会が 知る 限りで は， "一" を 定格 値の 範囲 記号と して 用いる 例が 多く， これ を 用いる 
1EC 規格 も あるので "一" も 許容す る ことにした。 

"〜" は， JIS では 規定され ている 力、 海外で は 交流 記号と 混同され るので 製品の マーキングに は 
用いない 方が よい。 

) 回転 速度の 表記法 解説 改正 規格 は， 定格 値の 表記に 国際 単位 系 （SI) を 用いる こと を 規定して いる。 
回転 速度の 表記に は rpm が 慣用され た 歴史が あり， 旧規 格で も rpm を 用いて いた。 しカゝ し， rpm は 
国際 単位 系で はない。 改正 規格で は rpm を 用いず， min— '， /min 又は r/min を 用いる ように 規定した。 
この こと は， 次の 二つの 規格に 準拠した ものである。 
I J IS Z 8202-2:2000 の 規定 JIS Z 8202-2:2000 の 3. (名称 及び 記号） の 表 内の， 番号 2-3.b に よ れば， 
回転 速度の 単位の 名称 は， "毎秒" であって， その 単位 は "s 一'" である。 さらに， 備考欄に 次のと 
おり 記載され ている。 

["回 毎分" （r/min) 及び "回 毎秒" （r/s) という 表現が 回転^ 関の 仕様書に 回転 速度と して 広く 用い 
られ ている。 英語の rev/min 及び rpm (回每 分）， 並びに rev/s 及び rps (回每 秒）， また， 仏語の tr/min 
(回 毎分） 及びれ/ s (回 毎秒) のよう な 言葉に 依存した 略語 は 推奨で きない (1EC 60027-1 も 参照）。] 
2) JIS Z 8203:2000 の 規定 JIS Z 8203:2000 の 附属 書 A の 表の 第 2 部 （周期 現象 及び 関連 現象） で， 

回転 速度の 単位と して s 一 1 に加えて min — 1 を 用いる こと を 許容して いる。 さらに， 備考欄に 次のと 
おり 記載され ている。 

["回転 毎分" (r/min) 及び "回転 毎秒" (r/s) は， 回転 機械の 回転 速度 を 規定す る 仕様 害に 広く 採用 
されて いる （1EC 60027-1 も 参照）。] 



解 4 



wffwa:' により 憲爾 での 腹 n t;、tt?;!i;,i 止されて おります。 
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6 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JIS B 9706-2 原案 作成 委員会 構成 表 



(オブザーバ） 
(事務局） 



氏名 



所属 



(委員長） 


塚 


本 


修 


巳 


横 浜 国立大学 


(委員 兼 


o 口 


田 






社団法人 日本 電機 工業 会 


分科会 丄: せ） 












(晏 貝） 


ゥョ 

T 田 


田 


隆 


文 


長 岡 技術 科学 大学 




江 




信 


彦 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 




安 


達 




栄 


厚生 労働省 労働 基準 局 




巿 


川 


健 




社団法人 産業 安全 技術 協会 




〇 竹 


内 


時 


ソ^/ 


社団法人 日本 印刷 産業機械 工業 会 




111 


本 


元 


芳 


社団法人 日本 工作機械 工業 会 




小 


森 


雅 


裕 


社団法人 日 本鍛圧 機械工業 会 



(株式会社 小 森 安全 機 研究所) 



〇 


I3U 


：1：[ 


礼 


司 


社団法人 日 本 Ui' A'rlilj 御 機器：! ： 


〇 


松 


山 




健 


社団法人 日本お 械 工業 会 


〇 




浦 


敏 


道 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 




杉 


田 


士 


広 


テュフ 'ライン ランド' ジャ 




松 


本 




強 


オムロン 株式会社 


〇 


西 


條 


広 




オーク マ 株式会社 




十 


川 


修 




川 崎 重工業 株式会社 






川 




光 


株式会社 キ トー 




坂 


井 


正 


口 


日本 信号 株式会社 




石 


原 


幸 


次 


布目 電槻 株式会社 


〇 


内 


藤 




五 
口 


株式会社 ダイ フ ク 




羽 


田 


健 




株式会社 明電舎 




小 見 山 


清 


士 
ノじ、 


株式会社 安川 電機 




月 


化 


正 


心 


富士 電機^ 器 制御 株式会社 




坂 


田 


俊 




三菱 電機 株式会社 




甲- 


住 


光 




ジッ ク 株式会社 




長 谷川 


佳 


旦 


SUNX 株式会社 




須 


藤 


清 


隆 


株式会社 山武 




平 


沼 


栄 


浩 


セーフ ティ プラス 株式会社 




関 


野 


芳 


雄 


IDEC 株式会社 




加 


賀 


號 
我 


弘 


経済 産業 省 製造 産業 局 




須 


藤 


次 


男 


社団法人 日 本 は械 工業 連合会 



'株式会社 



注記 〇 印 は， 分科会 委員 兼務 を 示す C 



(文責 須藤 次男） 
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く ださい。 
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